
 

 

小野市手話、要約筆記、点字等意思疎通手段利用促進条例  

 

言語は、人々がお互いの意思疎通を図り、知識を蓄え、文化を創造す

る上で不可欠なものであり、人類の発展に大きく寄与してきました。手

話もまた、手指や体の動き、表情を使って視覚的に表現する言語として、

ろう者にとってお互いの気持ちを理解し合い、豊かな社会生活を営むた

めに大切に受け継がれてきたものです。  

 しかし、これまで言語として手話を使用する環境が整えられてこなか

ったことから、ろう者は、多くの不便や不安を抱えながら生活してきま

した。  

 こうした中、障害者の権利に関する条約及び障害者基本法（昭和４５

年法律第８４号）において、手話が言語として位置付けられ、ろう者が

安心した生活を送るためにも、手話をいつでもどこでも自由に使用でき

る環境を整備していくことが求められています。  

また、ろう者に限らず全ての障害者にとって分け隔てなく容易に情報

を得ることができ、意思疎通を十分に図ることのできる環境を整備する

ことは日常生活や社会生活を送るうえで不可欠であります。  

ここに私たちは手話を言語として確立するとともに、障害者が必要と

する手話、要約筆記、点字等の意思疎通手段の普及を促進することによ

り、全ての市民が互いに人格と個性を尊重し、支え合いながら自分らし

く豊かに暮らすことができる地域社会を構築するため、この条例を制定

します。  

 

 （目的）  

第１条 この条例は、手話等意思疎通手段についての基本理念を定め、

市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにするとともに、市が

実施する施策の基本的事項を定めることにより、障害者の意思疎通の

促進を図り、障害のある人もない人も分け隔てられることなく理解し

合い、市民がお互いに一人ひとりの尊厳を大切にして安心して暮らす

ことのできる地域社会を実現することを目的とする。  

 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号



 

 

に定めるところによる。  

 (1) ろう者  手話を言語として日常生活又は社会生活を営む者をい

う。 

 (2) 手話等意思疎通手段  手話、要約筆記、点字、音訳、代筆及び

代読、触手話その他障害者が日常生活又は社会生活を行ううえで

必要とされる補助的及び代替的に利用できる情報と意思の伝達手

段をいう。 

 (3) 意思疎通支援従事者  手話通訳者、要約筆記者、点訳者、音訳

者（朗読者を含む。）等障害者の意思伝達を支援又は補助する者を

いう。 

 (4) 事業者 市内に事業所又は事務所を有し、事業を行う法人その

他の団体又は個人をいう。 

 （基本理念） 

第３条 手話等意思疎通手段の普及及び利用機会の確保は、障害のある

人とない人とが相互の違いを理解し、その個性と人格とを互いに尊重

することを基本として行わなければならない。  

２ 手話の普及等は、手話が独自の言語体系を有する文化的所産であっ

て、ろう者が心豊かな日常生活や社会生活を営むために大切に受け継

がれてきたものであることを理解するとともに、手話が言語であると

の認識のもとに推進されなければならない。 

 （市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）

に基づき、障害者が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができる

よう必要な配慮を行い、手話等意思疎通手段の普及及び利用の促進に

関する施策を推進するものとする。 

 （市民の役割） 

第５条 市民は、基本理念に対する理解を深め、手話等意思疎通手段の

普及及び利用の促進に関して市が推進する施策に協力するよう努める

ものとする。 

 （事業者の役割） 

第６条 事業者は、基本理念に対する理解を深め、手話等意思疎通手段

の普及及び利用の促進に関して市が推進する施策に協力するよう努め



 

 

るとともに、手話等意思疎通手段の活用によって障害者が利用しやす

いサービスの提供や働きやすい環境を整備するように努めるものとす

る。 

 （施策の推進方針） 

第７条 市は、第４条の規定に基づき、次の各号に掲げる施策を小野市

障害者計画（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３

項の規定に基づき策定された計画をいう。）の中の施策として位置付

け、総合的かつ計画的に推進するものとする。  

(1) 手話等意思疎通手段への理解及びその普及のための施策  

(2) 障害者が手話等意思疎通手段を容易に利用できるようにするた

めの環境整備に関する施策 

(3) 意思疎通支援従事者の確保及び養成のための施策  

(4) 前３号に掲げるもののほか、この条例の目的を達成するために

必要な施策  

２ 市は、前項各号に規定する施策の推進に当たっては、障害者、意思

疎通支援従事者その他関係者の意見を聴くための協議の場を設けなけ

ればならない。 

３ 市長は、第１項各号に規定する施策について、毎年実施状況を公表

するものとする。 

 （手話等意思疎通手段を学ぶ機会の提供等）  

第８条 市は、障害者、意思疎通支援従事者、公的機関、事業者等と協

力して市民に手話等意思疎通手段を学ぶ機会を提供するものとする。  

２ 市は、公的機関及び事業者等が手話等意思疎通手段に関する学習会

等を開催する場合において、その支援を行うものとする。  

 （手話等意思疎通手段を用いた情報発信） 

第９条 市は、障害者が市政に関する情報を速やかに得ることができる

よう、手話等意思疎通手段を用いた情報発信を推進するものとする。  

 （学校における理解等の啓発） 

第１０条 市は、学校教育における手話等意思疎通手段への理解及びそ

の普及啓発並びに市内の小学校、中学校及び特別支援学校に在籍する

聴覚障害等の児童生徒に対し、手話等意思疎通手段による学習支援に

努めるものとする。 



 

 

 （財政上の措置） 

第１１条 市は、第７条第１項各号に規定する手話等意思疎通手段に関

する施策を推進するため、予算の範囲内において、必要な財政上の措

置を講ずるものとする。 

 （委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

 

   附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


